
（ ）

一般会計

年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総合法律支援法

主要政策・施策

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

単位

コールセンターでの応答率
※27年度は速報値

％目標値

95.2 95.9

90 90

実績

定量的な目標が設定できない理由

代替目標 代替指標
中間目標

28 年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

14,607

-

実施方法

　日本司法支援センターは，総合法律支援法に基づいて，「あま
ねく全国において，法による紛争解決に必要な情報やサービスの
提供が受けられる社会の実現」を目標として，情報提供業務や民

事法律扶助業務等を行っているが，日本司法支援センターの
サービスを利用するかどうかについては，経済状況により資力の
乏しい者が増減するなど他動的要因にも大きく影響することなど
から，事業の目標の達成度については，定量的な成果目標（いつ

までにどの程度といった目標）を設定することは困難である。

事業番号

日本司法支援センターの運営(国選弁護人確保業務委託を除
く) 担当部局庁 法務省大臣官房司法法制部 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 司法法制課
司法法制課長
西山卓爾

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

12,628

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　日本司法支援センターでは，①法的トラブルを抱えた方に対して相談内容に応じた最適な法制度に関する情報や，相談窓口に関する情報を無料で提供す
る情報提供業務，②資力の乏しい方を対象に無料法律相談を実施したり，訴訟代理費用等の立替えを行う民事法律扶助業務，③司法過疎地域に地域事務
所を設置して常勤弁護士を配置するなどして国選弁護関連業務及び民事法律扶助業務の全国的に均質な遂行を実現するとともに，利用者の依頼に応じて
相当の対価を得て，法律相談，和解交渉の代理，訴訟代理などを行う司法過疎対策業務等を行う。

- -

12,628

- -

- -

-

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

14,770

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

民事，刑事を問わずあまねく全国において，法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供が受けられる社会の実現を目的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２８年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

12,628 14,607 14,770 14,522 0

14,607 14,770

執行率（％） 100% 100% 100%

法による紛争解決に必要な
情報を提供するためには，
問合せがあった際に確実
に受け付けることが大前提
となることから，毎年度，
コールセンターにおける応
答率90％以上を維持する。

％ 98.5

　 0004

年度-

-

-

-

－

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

14,522

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

-
25年度 26年度 27年度

事業目的としている法的紛争の解決のための法的サービスの提供として，
日本司法支援センターでは様々な問合せに対する法制度等の情報提供や，

法律相談援助，民事裁判等手続のための代理援助を行うため，それらの
サービスを行うための十全な体制整備を行う。

各年度において，問合せに対応するコールセンターの受付体制の整備，代
理援助を行うための弁護士等の確保など十全な体制整備を行った。

90 -

105.8 106.6 109.4 - -

90

目標最終年度

交通安全対策、高齢社会対策、自殺対策、障害者施
策、男女共同参画

チェック  



-

-

目標最終年度

14,522

109,109 107,196 111,366 -

- -

-

-

目標値

-

中間目標

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

14,522 0

-

活動指標

代替目標

年度

- - - -

法律相談援助件数
※27年度は速報値

-

活動指標

- -

28年度活動見込

- - -

計画開始時

情報提供業務(コールセンター問合せ件数)
※27年度は速報値

27年度 28年度
-

件

達成度

代替指標 単位

法による紛争の解決のた
めのサービス提供は，日本
司法支援センターの常勤
弁護士だけでは不十分で
あることから，十全の態勢
を取るために，毎年度，一
般契約弁護士及び司法書
士を前年度以上に確保す
る。

契約弁護士等の人員
※27年度は速報値

実績 人

人

-

- - -

単位

-

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

目標値

-

単位

　算出不可（日本司法支援センターの運営費交付金に
ついては，支出額と収入額の差額を交付されており，
国費投入額と実際の事業への支出額は一致せず，国
費投入額が事業経費全体を表してはいないことから，

単位当たりのコスト額は算出できない。）。

単位当たり
コスト -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

--

28年度当初予算

-

単位

-

-

-

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

単位

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み 件

単位

- - -

援助開始決定件数
※27年度は速報値

活動実績 件

当初見込み 件

計算式 　　/

-

-

26年度

-

-

-

達成度 ％ -

-

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

歳出予算目

- -

-

-

-

年度

％

25年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

28 年度

28年度活動見込

25,873 27,072 27,672 - -

24,218 25,873 27,072 27,672 -

106.8 104.6 102.2 - -

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

313,488 330,738 318,520 -

-

28年度活動見込

-

- - - -

25年度 26年度

26年度 27年度

273,594 282,369 286,222

年度

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

-

-

計

実績値 - -

日本司法支援センター運
営費交付金

-

施策 総合法律支援の充実強化

政策 司法制度改革の成果の定着に向けた取組

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



-

資力の乏しい方を対象とする民事法律扶助は公共性が高
く，完全に民間に委ねることはできず，これを全国均質に実
施するためには地方自治体に委ねるのも適切ではない。ま
た，司法過疎対策業務は，まさに民間に委ねていては司法
過疎が解消されないことから国が行う事業である。

○

評　価項　　目

日本司法支援センターの行う事業については，総合法律支
援法（平成16年法律第74号）第30条の規定に基づいて行っ
ている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

いずれの事務所も法律相談等で毎日多数の被援助者が訪
れており，十分に活用されている。

○

事業目的に即しているか検討し，かつ，優先順位の高いもの
から調達している。

○

一部の契約において，入札書の形式的不備，入札公告の時
期が応札可能な者の業務繁忙期と重なったなどの理由によ
り，一者応札となったものがあるが，基本的に一般競争入札
を原則として，少額随意契約であっても複数業者から見積書
を徴収するなどにより，競争性を確保している。

‐

点検結果

改善の
方向性

少額随意契約であっても複数業者から見積書を徴して競争性の確保を徹底するほか，性質随意契約については，当該契約内容の妥当性を十
分精査することによりコストの削減に努めており，これらの取組を更に推進することで一層の経費削減を図る。また，可能なかぎり一者応札とな
ることがないよう，調達スケジュールの調整を十分に行うとともに，入札書の記載事項や留意事項等の周知を徹底する。

日本司法支援センターの業務の実施に当たっては，各種契約について一般競争入札を原則としており，入札公告期間の十分な確保や入札説
明書のホームページ掲載等を行い，競争性の確保に努めることにより経費を削減している。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

日本司法支援センターの行う事業については，総合法律支
援法第30条の規定に基づいて行っている。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

定量的な目標設定が困難であるので，定性的な目標を設定
している。本事業の目的を踏まえ，事業の妥当性を検証する
ための代替的な達成目標を設定した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐ -

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

日本司法支援センターの業務実施に当たっては，その実効
性について不断の見直しを行っており，平成２７年度は，複
数年契約の効果的活用，本部における一括調達の実施，
リース契約の一本化などにより，経費の節減に努めた。

点
検
・
改
善
結
果

経費節減のために，一部案件で複数年を前提とした調達を
行うなどしてコスト削減を行った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



0005

0004

平成23年度

0004

0005-1

外部有識者の所見

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

0005

0004

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

  日本司法支援センターは，上記の情報提供業務，民事法律扶助業務，司法過疎対策業務を行うための経費として日本司法支援センター運営費交付金（以下
「交付金」という。）の配分を受けているほか，国から委託を受けた国選弁護人確保業務を行うための経費として国選弁護人確保業務委託費（以下「委託費」とい
う。）の配分も受けている。
　日本司法支援センターの業務運営に必要な経費のうち，人件費や一般管理費などは，これらの業務全てに共通して必要となるため，それぞれの業務量に応じ
て交付金及び委託費から支出されている。

　平成22年度の財務省の予算執行調査において，情報提供業務における地方事務所の窓口専門職員の適正配置及び民事法律扶助業務における地方事務所
等の償還への取組状況について調査を受け，平成24年度にフォローアップ調査を行った。
　調査の結果，情報提供業務については，コールセンターへの転送機能の付与等の検討を行い，サービスの低下を招かないように留意しつつ配置人員の適正化
を実施することとの指摘を受けたので，支援センターにおいて，配置人員の適正化を図った。
　また，民事法律扶助業務については，償還率の高い事務所の取組を他の事務所においても実施することや本部においても地方事務所を適切に指導するととも
に，円滑かつ効率的な償還が実施されるように体制の整備を検討することとの指摘を受けたので，支援センターにおいて，立替金債権の管理・回収業務の取組
体制の充実・強化を図った。
　しかし，平成26年度の予算執行調査において，償還金の請求・督促の実効性を確保することを指摘され，その方策として支払督促申立ての積極的な活用を検
討することとされたことから，その費用を計上すると同時に，その対価としての償還金収入を計上した。
　また，同26年度の会計検査院の指摘事項を踏まえて，民事裁判等手続の終結時に一時金を得た場合の取扱いや審査基準を明確化し，それによって得られる
であろう一時金からの収入を償還金収入に計上した。

平成22年度

（参考）交付金と委託費の予算上の割合交付金 委託費人件費 約66.6％ 約33.4％一般管理費（人件費を除く） 約82.9％ 約17.1％

（参考）交付金と委託費の予算上の割合

交付金 委託費

人件費 約66.6％ 約33.4％

一般管理費（人件費を除く） 約82.9％ 約17.1％



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

I．ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱
ほか

J．契約弁護士ほか

801百万円 6,675百万円

日本司法支援センターが実施してい
る情報提供業務に必要なシステム
機器の借料・保守料

日本司法支援センターが実施する民事法
律扶助業務において，支援センターが被援
助者のために弁護士等に立て替えた実費・
報酬及び常勤弁護士が司法過疎地域にお
いて活動するために必要な実費

C.事業費

7,476百万円

日本司法支援センターが行う各種業
務の実施に必要な経費

【随意契約(その他)等】 実費・報酬の支払

職員給与，退職手当
職員の健康診断に係る経費 日本司法支援センター事務所及び

職員用住宅の借料並びに施設維持
費等

会計監査委託費
複写機の保守料
通信運搬費等

日本司法支援センターの認知度を
向上させるための広報委託経費

5,151百万円 10百万円 1,175百万円 889百万円 69百万円

【随意契約(その他)等】 【総合評価入札等】

D．職員・賃金職員等 E．㈱ドクタートラストほか F．石森不動産㈱ほか G．富士ゼロックス㈱ほか H．㈱朝日広告社ほか

総合法律支援法に基づき設立され
た日本司法支援センターの運営に
必要な経費

B.一般管理費

7,294百万円

日本司法支援センターの全般的な
管理業務に要する費用

人件費 【一般競争入札等】 【随意契約(その他)】

法務省

14,770百万円

総合法律支援事業に必要な予算を
日本司法支援センターに配分

運営費交付金

Ａ．日本司法支援センター

14,770百万円



施設経費
事務所借上料，職員住宅借上料，事務所維
持管理費

1,175

制度周知徹底経費 一般周知経費，高齢者・障害者対策経費

金　額
(百万円）

A.日本司法支援センター

5,083

69

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

職員厚生費

執務体制整備等経費
職員の執務体制整備経費，研修実施経費，
会議等開催経費，赴任旅費等

18

事業費
情報提供業務経費，民事法律扶助業務経
費，司法過疎対策業務経費

職員の給与

7,476 退職手当

使　途

一般管理費 役職員給与
役職員給与，退職手当，管理諸経費，施設経費，執務
体制整備等経費，制度周知徹底経費

費　目

管理諸経費 10

68

Ｂ.一般管理費

金　額
(百万円）

7,294

職員の退職手当

889

費　目 使　途

計 14,770 計 7,294

C.事業費 Ｄ.職員

費　目 使　途

民事法律扶助業務経費
資力の乏しい者を対象とした，訴訟代理費
用等の立替援助等経費

6,647 役職員給与 職員の給与

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

情報提供業務経費
情報提供システム等整備経費及びコールセ
ンター運営等経費

801

司法過疎対策業務経費
地方事務所から弁護士のいない地域への巡回
に要する旅費及び有償受任事件処理費 28

計 7,476 計 18

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 産業医業務委託 2.2 借料 事務所の借料 96.1

計計 2.2

費　目 使　途

雑役務費 複写機保守料 20

96.1

金　額
(百万円）

49.7

E.株式会社ドクタートラスト Ｆ.石森不動産株式会社

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.富士ゼロックス株式会社 H.株式会社朝日広告社

計 20 計 49.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 広報委託費

チェック  



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

職員E - 給与等 11 - - - -

職員G - 給与等 11 - - - -

職員A - 給与等 18 - - - -

職員C - 給与等 12 - - - -

職員D - 給与等 11 - - - -

東京建物株式会社 6010001034998 CC賃料 33.2
随意契約
（その他）

- 100％ -

常勤弁護士 - 旅費 28 - - - -

SCSK株式会社 8010001074167 データセンター賃貸借料 106.8 - - - -

地方事務所 -
立替金債権管理事務処理
費

103 - - - -

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
ファイルサーバ保守付リー
ス一式

88.6 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社

7010001064648 IP電話回線使用料 128.6 - - - -

日本司法支援セン
ター

有限会社鏑木 9010702002152 事務所借料 26.4 - - - -

職員住宅借料 30.4
随意契約
（その他）

- 100％ -

大阪弁護士会 7120005004184 事務所借料 23.6 - - - -

三菱UFJ信託銀行株
式会社

6010001008770 事務所借料 32.6 - - - -

独立行政法人都市
再生機構

1020005005090

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

2

-

エステック株式会社 3011101003078 事務所借料 70.1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

石森不動産株式会
社

2011201000455 事務所借料 96 - - -

- - - -

株式会社朝日広告
社

2010001035026 リスティング広告業務委託 50.2 総合評価入札 4 97.5％ -

6

7

4

5

日本生命保険相互
会社

3120005007273 事務所借料 43.6 - - - -

10

8

9

朝日生命保険相互
会社

2010005008201 事務所借料 29.5 - - - -

ジャパンリアルエス
テイト投資法人

2010005005479 事務所借料 38.6
随意契約
（その他）

- 100％ -

3

4

1

2

契約弁護士 - 実費・報酬 6,452 - - - -

7

8

5

6

審査委員 - 審査委員謝金 94 - - - -

9

10

富士通株式会社 1020001071491
業務管理システムアプリ
ケーション保守委託

31.8
随意契約
（その他）

- 99.9％ -

東京センチュリー
リース株式会社

6010401015821 次世代インフラリース一式 41.7 - - - -

1

4

5

2

3

職員B - 給与等 16 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

職員F - 給与等 11 - - - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-2011205001573 14,770

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

日本司法支援センターの
運営に必要な経費



E

F

独立行政法人都市
再生機構

1020005005090 職員住宅借料 30.4
随意契約
（その他）

- 100％ -

朝日生命保険相互
会社

2010005008201 事務所借料 29.5 - - - -

大阪弁護士会 7120005004184 事務所借料 23.6 - - - -

エステック株式会社 3011101003078 事務所借料 70.1 - - - -

日本生命保険相互
会社

3120005007273 事務所借料 43.6 - - - -

三菱UFJ信託銀行株
式会社

6010001008770 事務所借料 32.6 - - - -

一般社団法人浦和
医師会

9030005000554 健康診断経費 0.1
随意契約
（少額）

- - -

医療法人和松会 3130005007025 健康診断経費 0.1
随意契約
（少額）

- - -

医療法人社団進興
会

2010405006044 健康診断経費 0.4
随意契約
（少額）

- - -

一般財団法人大阪
府結核予防会

5120005003584 健康診断経費 0.2
随意契約
（少額）

- - -

医療法人社団明理
会

4011405000068 健康診断経費 0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ドクタートラ
スト

4011001043322 産業医業務委託 2.1 一般競争入札 2 88.8％ -

職員H - 給与等 10 - - - -8

9

10 職員J - 給与等 10 - - - -

職員Ｉ - 給与等 10 - - - -

1

2

5

6

3

4

ティーペック株式会
社

2010001023468
総合メンタルヘルスケア体
制構築業務

0.6 一般競争入札 3 75.3％ -

一般財団法人日本
健康管理協会

6010005017066 健康診断経費 0.9
随意契約
（少額）

- - -

9

10

7

8

医療法人福岡桜十
字

9290005001584 健康診断経費 0.1
随意契約
（少額）

- - -

公益財団法人神奈
川県結核予防会

4020005010237 健康診断経費 0.1
随意契約
（少額）

- - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

ジャパンリアルエス
テイト投資法人

2010005005479 事務所借料 38.6
随意契約
（その他）

- 100％ -

石森不動産株式会
社

2011201000455 事務所借料 96 - - - -

10

8

9

有限会社鏑木 9010702002152 事務所借料 26.4 - - - -

株式会社産業貿易
センター

7020001026589 事務所借料 22 - - - -



G

H

株式会社ネオマーケ
ティング

4011001046358 認知状況等調査業務委託 1 一般競争入札 5 65.7％ -

スピックバンスター株
式会社

6010001004027
高齢者向けパンフレット印
刷・発送業務委託

1
随意契約
（少額）

- - -

株式会社東亞東京
本社

6110001022919
広報グッズ製作・発送業務
委託

0.8
随意契約
（少額）

- - -

株式会社朝日広告
社

2010001035026 リスティング広告業務委託 50.2 総合評価入札 4 97.5％ -

株式会社エアリーラ
イム

8010401073710
広報誌デザイン制作業務
委託

4.9 総合評価入札 4 97.7％ -

協同精版印刷株式
会社

6260001002063 広報誌印刷・発送業務委託 3.6 一般競争入札 1 95.5％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本郵便株式会社 1010001112577 通信費 9.6
随意契約
（その他）

- 100％ -

彼方株式会社 2011001035899 ホームページ運用 5.6 - - - -

株式会社エヌ・ティ・
ティ・ドコモ

1010001067912 携帯電話通信料 14.1 - - - -

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社

7010001064648 電話回線使用料 10.2 - - - -

コニカミノルタビジネスソ
リューションズ株式会社

2010001043648 複合機保守料 10.1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

Itｂook株式会社 2010001089484
情報システム更新コンサル
ティング業務委託

18.3 総合評価入札 3 63.8％ -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3

4

1

2

富士ゼロックス株式
会社

3010401026805 複写機保守料 19.5
随意契約
（その他）

- 100％ -

7

8

5

6

有限責任あずさ監査
法人

3011105000996 会計監査委託 13.3 総合評価入札 3 90.8％ -

株式会社エル・アイ・
シー

6010401066253 判例検索ソフト使用料 15.6
随意契約
（その他）

- 90.2％ -

9

10

東日本電信電話株
式会社

8011101028104 電話回線使用料 8.5 - - - -

1

4

5

2

3

株式会社アドレス
サービス

5030001081412 広報誌印刷・発送業務委託 7.3 一般競争入札 4 77.5％ -

8

9

6

7

敷島印刷株式会社 5330001002222
リーフレット印刷・発送業務
委託

1.4
随意契約
（少額）

- - -

三浦印刷株式会社 6010601015695 刊行物印刷・発送業務委託 2.8 一般競争入札 5 87.2％ -

10
エクスペリアンジャパ
ン株式会社

3010401057503
メールマガジン配信業務委
託

0.4
随意契約
（少額）

- - -

チェック  



別紙２

計 128.6 計 1

IP電話回線使用料 128.6 報酬 契約弁護士に対する報酬等 1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｉ.ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社 Ｊ.契約弁護士

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

借料



別紙３

I

J

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約弁護士 - 実費・報酬 6,452 - -

4

3

常勤弁護士 - 旅費 28 - - - -

- -

地方事務所 -
立替金債権管理事務処理
費

103 - - - -

審査委員 - 審査委員謝金 94 - - -

10
株式会社インター
アーク

9010901018222
被害者国選弁護業務シス
テム

2.3
随意契約
（その他）

- 72.1％ -

6

5

4
東京センチュリーリー
ス株式会社

6010401015821 次世代インフラリース一式 41.7 - - - -

東京建物株式会社 6010001034998 CC賃料 33.2
随意契約
（その他）

-

9

8

7

彼方株式会社 2011001035899 ホームページ運用 4.3 - - - -

ランゲージワン株式
会社

6011001104840
多言語電話通訳サービス
業務委託

3.5 総合評価入札 1 99.5％ -

100％ -

富士通株式会社 1020001071491
業務管理システムアプリ
ケーション保守委託

31.8
随意契約
（その他）

- 99.9％ -

ＮＥＣネクサソリュー
ションズ株式会社

7010401022924 Ｌ２スイッチ作業委託 6 一般競争入札 4 60.2％ -

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社

7010001064648 IP電話回線使用料 128.6 - - - -

SCSK株式会社 8010001074167 データセンター賃貸借料 106.8 - - - -

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
ファイルサーバ保守付リー
ス一式

88.6 - - - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-


	0004（日本司法支援センターの運営(国選弁護人確保業務委託を除く)
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